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	 財務諸表分析 レポート課題  

 
 
同業種に属する上場企業を２社選び、その２社の公表する直近の 5 ヵ年（2012‐2016）の財務諸表を入手し

た上で、次の設問に答えなさい。使用する財務諸表は、「有価証券報告書」内の「連結財務諸表」とする。（た
だし、子会社、関連会社をもたない会社の場合は、（個別）財務諸表となる。） 

分析企業の例：［株式会社資生堂、花王株式会社］  
 

設問① ２つの会社の事業内容、ビジネスモデル、企業の概況、事業の状況などについて簡潔にまとめなさい。 
（１社につき２００字から４００字程度） 
 

設問② ２つの会社について、次の形式の「要約連結財務諸表」を作成しなさい。 
 

	 	 Ａ社	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ［単位：百万円］	 	 	 	  
連結貸借対照表 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 

資産合計      
流動資産      
固定資産      
繰延資産      

負債合計      
	 流動負債      
	 固定負債      
純資産合計      
	 	 資本金      
	 	 資本剰余金      
	 	 利益剰余金      
	 	 自己株式（減算）      
株主資本合計	 ①      
その他の包括利益 
累計額合計	 ②	  

     

自己資本合計 ＝①+②      
新株予約権      
非支配株主持分 
（少数株主持分） 

     

負債・純資産合計      
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	 	 Ａ社	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ［単位：百万円］ 
連結損益計算書 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 

売上高      
売上原価      
売上総利益      
販売費及び一般管理費      
営業利益      
営業外収益      
営業外費用      
経常利益      
特別利益      
特別損失      
税金等調整前当期純利益      
法人税等合計      
当期純利益①：2015年 3月以降 

（少数株主損益調整前当期純利益） 

     

非支配株主に帰属する当期純利益 

（少数株主利益） 
     

親会社株主に帰属する当期純利益 

（当期純利益） 

     

 
 
	 	 Ａ社	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ［単位：百万円］	 	 	  

連結キャッシュ・フロー計算書 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 
営業活動によるＣＦ      
投資活動によるＣＦ      
フリー・キャッシュ・フロー      
財務活動によるＣＦ      
現金及び現金同等物の換算差額      
現金及び現金同等物の純増加額      
現金及び現金同等物の期首残高      
現金及び現金同等物の期末残高      
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設問③ ２つの会社について、次の形式の「財務分析表」を作成しなさい。 

	 	 Ａ社	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
財務分析表 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 

収益性分析      
ＲＯＥ（自己資本純利益率） %     
売上高最終利益率 %     
売上高経常利益率 %     
売上高営業利益率 %     

	 売上総利益率 %     
	 売上原価率 %     
短期的支払能力分析      
流動比率 %     

長期的支払能力分析      
負債比率 %     
自己資本比率 %     

長期運用安定性分析      
固定比率 %     

 

 

 

設問④ 企業分析と経営比較のために準備した②および③の数値を使いながら、２つの会社を企業分析し、か
つ経営比較を行いなさい。分析および説明においては、表計算ソフトを使用して、適宜、各種のグラフ
を作成し、グラフィカルに分析、説明すること。（４００字以上） 
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☆設問②③の注 
・有価証券報告書は、有価証券報告書等電子開示システム EDINET で直近の 5 ヵ年分を無料で入手すること
ができる。また、会社のホームページで入手できることが多い。 

・２社に限定せず、３社以上を分析してもよい。 
・業種や採用する会計基準（日本基準、米国基準、ＩＦＲＳ）によっては、財務諸表の形式が若干異なる場合
があるが、適宜、「要約財務諸表」の項目を変更すること。銀行業、証券業、保険業などの業種の企業を選
ぶ場合は、要約財務諸表や財務比率を適宜変更すること。（本書 28-31 頁、50-51 頁、58-61 頁、79 頁） 

・「要約財務諸表」において表記のない個別の勘定科目と金額を記載する必要はない。上記のひな形以上に項
目を増やす必要もない。（各自の判断で増やしてもよい。） 

・年度の表記は適宜変更すること。単位の表記も適宜変更すること。 
 
連結貸借対照表 
・要約連結貸借対照表の純資産の部について、「評価・換算差額等」は、2011 年 3 月以降の連結決算において、
「その他の包括利益累計額」と記載されている。 

・要約連結貸借対照表の純資産の部について、「自己資本合計」は次のように計算する。（本書 211 頁） 
   自己資本合計＝株主資本合計＋その他の包括利益累計額合計（評価・換算差額等） 
   自己資本合計＝資本金＋資本剰余金＋利益剰余金－自己株式＋その他の包括利益累計額合計（評価・換算差額等） 
 
連結損益計算書 
・要約連結損益計算書の項目について、該当する項目が無い場合や他の項目名となっている場合は、要約表の
項目を適宜変更すること。 

・要約連結損益計算書について、法人税等合計の金額は、次のように計算する。（本書 38 頁、49 頁） 
法人税等合計＝法人税、住民税及び事業税＋法人税等調整額 

・「売上原価率」は、次のように計算することとする。（本書 44 頁） 
   売上原価率＝売上原価／売上高 
 
連結キャッシュ・フロー計算書 
・要約連結キャッシュ・フロー計算書の「ＣＦ」は、「キャッシュ・フロー」のことである。 
・要約連結キャッシュ・フロー計算書の「フリー・キャッシュ・フロー」は、次のように計算する。 

フリー・キャッシュ・フロー ＝ 営業活動によるＣＦ＋投資活動によるＣＦ （本書 218 頁、77 頁） 
 
 
 
☆設問④の注 
・グラフによる分析では、折れ線グラフや棒グラフなどを使い、時系列分析や企業間比較を行うこと。 


